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２０１９年度の油圧ショベルの世界需要は、前回見通しの２２２，０００台を
据え置き 

足元では一部で前年割れの結果となっている地域もあるが、想定を超える
マーケットの減速は見受けらない 

 地域別には、中国が９％減の５５，０００台、 

 アジア大洋州は９％減の４８，０００台、 

 北米は前年度並みの３３，０００台、 

 西欧は７％減の３９，０００台、 

 日本は前年度と変わらず２４，０００台 

  

２０１８年度並みの需要上振れの可能性もある、と考えながら各施策を展
開する 

 
 

 



第１四半期の公共投資は、災害復旧工事の影響などにより対前年で増加したが、
設備投資は横ばい、住宅投資は減少となり、強弱織り交ざった状況 

  

油圧ショベルは、都市部の工事が堅調なことに加え、西日本豪雨災害や昨年の台
風の被害などを受けた復旧工事のための需要が増加し、対前年同期１７％増 

  

ミニショベル需要は対前年同期４％増、ホイールローダ需要は対前年同期１％減  
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２０１９年第１四半期（ＣＹ）のユーロ圏全体のＧＤＰは微増 

 

油圧ショベルの需要は、堅調な住宅および商業施設建設等に支えられ、        
欧州全体で対前年同期５％増と引き続き増加 

特にフランス、イタリアで高い伸びを示した 

 

ミニショベルの需要は前年並み、ホイールローダの需要は対前年同期１０％増 
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米国のＧＤＰは、２０１９年第１四半期（ＣＹ）で３．１％、住宅着工件数については対
前年同期で横ばい 

 

米国の建設投資は、公共工事で増加している一方、一般住宅が減少 

一般住宅は、昨年同時期をピークに減少が続いており、その動向を注視 

  

油圧ショベルの需要は対前年同期４％増、ミニショベルの需要は横ばい 
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２０１９年第２四半期（ＣＹ）のＧＤＰ成長率は６.２％増、１月～６月の固定資産投資
は５．８％増 

  

油圧ショベル需要は、国産機含めた全需要でも５月から減少に転じており、外資
のみの需要では、第１四半期は対前年同期１９％減 

 

地域別油圧ショベル需要でみると、需要構成比率の最も高い華東では２２％減、 

次に需要構成比率の高い華中南で１２％減、西南で３７％の減少 

西南地区においては、政府の大規模農村開発プロジェクトによる需要増からの反
動があり、減少幅が大きい 

  

クラス別需要構成比については、２０トン以上がやや増加 

鉱山や砕石現場で生産性や安全性を重視し、機械の大型化の傾向が見られる 
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外資のみの月別油圧ショベル需要推移は、春節明けの需要が伸びた2月を除き、
昨年１１月から前年割れの傾向が続いている 

 

月別需要推移を昨年と重ねて比較すると、７月以降は、昨年の需要よりは若干下
回ると見通しており、通年で対前年９％減の５５,０００と想定し、前回見通しを据え
置いた 

  

米中貿易摩擦激化に対応するべく、中央政府が景気刺激の為にインフラ投資を強
化する事が期待されるが、投資実現及び建機需要へのプラス効果にはタイムラグ
があり、需要に結びついてくる時期を注視する 
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アジア・大洋州油圧ショベル需要は、第１四半期において、選挙の影響のあったイ
ンドネシアや、マレーシア・オーストラリアなどで減少、全体では対前年同期２５％
減 

  

インドの油圧ショベル需要は、選挙前後の一時的な影響により対前年同期で減少
しているが、今後は新政府予算が成立し、需要が回復することを見込んでいる 
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ロシアの油圧ショベルの需要は、対前年同期４％増 

  

中東の油圧ショベルの需要は、トルコリラ安の影響を受け、引き続き、前年割れの
状況が継続しているが、湾岸地区では底打ち感が出ている 
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２０１９年度は、低品位の石炭価格は下落の見通しで、中小鉱山、或いは小規模
コントラクターは投資を抑制 

ショベルでは機械質量１００トンから２５０トン級前後の中小クラスで需要減が生じ
るとみている 

 

一方で高品位石炭、鉄鉱石、銅、は大手鉱山を中心に更新需要や生産拡大に伴
う増車需要により、地合いは強く、高いレベルの需要を維持すると予測 

 

全体では、１９年度需要は対１８年でほぼ横ばいと見通している 
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超大型ショベル、ダンプトラックのＢＢレシオは、大手鉱山向け超大型機種を中心
に受注が進んでおり、１００％以上を維持 
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この度、中国レンタル市場向け機械として重掘削仕様の大型ショベルを株式会社
カナモト殿より２１台受注し、出荷式典を当社の中国工場で実施 

 

今回の受注を契機に、中国市場におけるバリューチェーン事業を拡大・強化する 
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これまで当社が独自で運営してきた日立建機教習センタについて、アウトソーシン
ググループとの共同出資会社とし、アウトソーシンググループが強みをもつ人材活
用ノウハウと、当社の提供するICT施工ソリューションを組み合わせ、起工測量から
施工、検査、データ納品までのICT施工の全工程について学ぶことができる教習プ
ログラムを提供する 

 

これにより、ＩＣＴ施工に取り組むお客さまの生産性向上を支援する 
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売上収益は、対前年同期比２％減の2,347億円、調整後営業利益は、対前
年同期比17％減の229億円でその利益率は9.8％、営業利益は237億円で
利益率10.1％ 

 

親会社株主帰属の当期利益は、前年比13％減の136億円 

  

当四半期の為替レートは対前年同期比では、米ドルは0.8円の円安、ユー
ロは6.6円の円高、元は1.1円の円高、オーストラリアドルも5.7円の円高 

 



北米は471億円で、対前年同期比88億円・23％増加、ロシアCISも対前年同
期比39億円・62％増加、日本も14億円・4％増加だったが、そのほかの各
地域では対前年同期比で減収 

  

この結果、海外売上収益比率は、前年同期比１ポイント減の83％ 

  

なお、対前年同期比で売上収益は55億円減少した2,347億円だったが、為
替円高影響が75億円の減収要因につき、物量の増加は20億円 

 



19年度第１四半期のマイニング売上収益は、384億円と、対前年同期比8
％の増加 

  

特に、本体売上は26%の増加、ショベル本体売上は対前年同期比99％の
大幅増加 

 

マイニング向け部品サービスも為替円高影響はあったが、対前年比1％増
と堅調 

 



バリューチェーン売上は、対前年度期比2％減・16億円減収の925億円が、
為替円高影響がマイナス4％、35億円の減収要因なので、実質2％、19億
円の増加 

 



調整後営業利益は、物量の増加やバリューチェーン構成差、さらに欧州や
インドなどでの売価の改善はあったが、従業員の処遇改善などの間接費
増加、および為替円高影響により、前年同期よりも47億減少した229億円 

  

その他営業収支では、構造改革関連費用の減少・改善もあったが、営業利
益は、前年同期よりも20億円減少の237億円 

 



金融収益・費用は、主として為替円高影響による為替差損などや、有利子
負債増加による支払利息増加により、前年同期比17億円減少したマイナス
28億円 

  

しかし、対前年同期比で、持分法投資損益の増加や法人所得税費用の減
少などにより、親会社株主帰属の当期利益は、前年同期比マイナス21億
円の136億円 

 



調整後営業利益率は9.8％となり、営業利益率は10.1% 

  

為替レートは、円高傾向にある 



19年6月末は、国際会計基準（IFRS）16号適用により、前年度末よりも約400
億円のリース資産の増加影響はあるが、総資産は前年度末よりも239億円
の増加に留まり、12,092億円 

  

即ち、現預金で109億円の効率化を図り、非流動を含めた営業債権でも、
前年度末より158億円圧縮した2,668億円 

  

棚卸資産は、127億円増加の3,375億円 

 

手持日数は、営業債権は前年度末より5日短縮の成果だったが、棚卸資産
は5日延伸の120日となり、この結果、正味運転資金手持日数は前年度末
よりも5日延伸した160日となった 

  

この影響で有利子負債は前年度末よりも285億円増加し、資本合計も主と
して為替円高影響による在外活動営業体の換算差額の悪化で115億円の
減少 

 

この結果、親会社株主帰属持分比率は39.3％、ネットDEレシオは0.58とな
った 



 営業キャッシュフローは、163億円の支出超過だが、前年同期比では105
億円の改善となった 

 

しかし、投資キャッシュフローの支出増加もあり、フリーキャッシュフローは
273億円の支出超過 

 



19年度需要環境、並びに世界の先行きの経済状況や為替動向を鑑み、現
時点の今年度業績予想は、要約連結損益計算書（予想）の通りに、4月公
表値の売上収益9,500億円、調整後営業利益860億円、親会社株主に帰属
する当期利益の480億円を据え置く 

  

なお、第２四半期以降の予想為替レートも据え置いたが、参考資料１．とし
て、第２四半期以降に売上収益と調整後営業利益に影響する為替感応度
を掲載 



 19年度売上収益は、為替円高影響マイナス673億円を含めて、対前年同
期比837億円、8％の減収の9,500億円の見通し 

 

欧州、アフリカ、中国は、為替円高影響を含めて、20％以上の減収を予想
している 



 19年度のマイニング売上収益予想は、対前年比16％増加と、予想為替レ
ートの円高影響で10％の減収要因を含めても、1,862億円と増収の予想 

 

マイニング機械本体はトラックとショベル合計で、予想為替の円高影響マイ
ナス11％を含めても対前年同期比40%増加と好調で、マイニング向け部品
サービスも予想為替レートの円高影響マイナス9%を含めても対前年同期
比3％増加の予想 

  

なお、参考資料２．として地域別のマイニング売上収益内訳を掲載 



 19年度のバリューチェーン売上収益予想は、対前年同期比4％増加の
4,147億円と、予想為替レートの円高影響マイナス6％を含めても、増収の
予想 

  

部品サービスは予想為替の円高影響マイナス8％を含めても7％の増収の
2,203億円、ソリューションビジネスは3％減収の935億円が、予想為替の円
高影響マイナス6％によるもので実質は増加。レンタルも7％増加の542億
円を見込む 

  

売上構成比は、前年同期比5ポイント増加の44％を見込んでいる 



バリューチェーン構成差やその他の構成差、並びに売価の改善で、物量減
や資材費のアップ、間接費の増加は補うものの、為替の円高想定による調
整後営業利益減少分は賄いきれず、 19年度調整後営業利益は308億円
減少の860億円の予想 

  

営業利益は、構造改革関連費用を含めたその他の営業収益・費用の改善
で、203億円を減じた820億円の予想 
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